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国際生活時間学会（IATUR1））は，生活時
間調査の国際研究の促進をはかるために設立
された学会で，年に１回，各国の研究者が研
究成果を報告する会議が開催されている。今
年は10月17日～19日にアメリカ・ワシントン
D.C.で，アメリカ労働統計局（the Bureau of 
Labor Statistics）の主催で開催された。主催
国であるアメリカのほか，カナダ，イギリス，オー
ストラリアなど26ヶ国から，大学や統計局など
公的機関の研究者ら200名近くが参加した。

今回の会議では，例年以上にバラエティ豊か
なセッションが数多く設けられた。筆者は“コミュ
ニケーションとメディア”というセッションで，IT
時代の生活時間調査・2006の結果を用いて日
本のインターネット利用の現状を報告した。

筆者が見聞きした限り，今年の報告では，
生活時間データの分析から，単に実態の把握
だけではなく，行動が起こされる背景や文脈，
またはその行動の価値までを考察しようという
試みが目立った。たとえば，生活時間上では同
じ“食事をする”という行動でも，レストランで
親しい友人と会話を弾ませながらの食事と，ひ
とり仕事の合間にファストフードで済ます食事
では，その行動の持つ意味や質が大きく異な
る，という考え方である。本稿では，この課
題にアプローチを試みたいくつかの報告を，ご
く簡単ではあるが紹介したい。

初日の全員参加のセッションでは，各国の生
活時間の長期変化を比較した研究が報告され
た。イギリスのJonathan Gershuny（オックス
フォード大学）が，ヨーロッパ諸国やカナダな
ど20 ヶ国近くの生活時間データを比較可能な
形でデータバンク化したMTUS（Multinational 
Time Use Study）を用いて2），仕事や余暇時
間の各国の長期変化の傾向を比較検討した。
その結果，アメリカなど多くの国で余暇時間が
減少傾向にあり，特に高学歴層，社会的上位
層で顕著であるとした。一方で，同じ層を中心
に残業が増加したり，仕事中の休憩が少なくな
るなど，仕事時間が長時間化する傾向がみら
れるという。逆に社会的な下位層では余暇時間
が増加しており，しかもそのほとんどをテレビ
視聴時間が占めている。仕事を十分にする事
ができない人びとは，結果的にテレビという“無
価値”な行動に時間を充てざるを得ない現状，
とGershunyは解釈している。

かつて生活時間上では，余暇時間の拡大こ
そが生活の質の向上を示す指標として考えられ
てきた。しかし現在は，仕事が存分にできる
事自体が“ステイタス”であり，余剰な余暇時
間はむしろマイナスなものとして意識されてい
る，とGershunyは指摘している。こうした生
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活時間の世界的傾向は社会階層による格差の
拡大を表しているともいえ，生活時間のデータ
から価値観や意識の大転換という課題に沿っ
て議論を展開させた代表的報告といえよう。

日本はMTUSに参加をしていないが，NHK
国民生活時間調査の結果をみても，この10年
で勤め人の仕事時間が長時間化し，自由時間
の増加傾向に歯止めがかかっており，世界的な
傾向と同調していることを確認する事ができた。

データ分析や調査の工夫で行動の質や文脈
を読み取ろうという試みもいくつか報告された。
メディア利用行動関連の研究について簡単に
紹介する。

ドイツのMichael Jäckel（Trier大学）は，メ
ディアの並行利用（同時行動）に注目し，行動
の質の解釈を行った。「メディアの並行利用の
多少は多忙度の指標となる」という仮説に立っ
て，テレビと読書について並行利用が全体の
利用に占める割合を時間帯別に比較した。そ
の結果，日中は読書と他行動との並行利用の
割合よりテレビと他行動との並行利用の割合の
ほうが高いが，夜間はテレビより読書のほうが
その割合が高くなることなどを明らかにした。
さらに同じ並行利用でも，読書やテレビの行動
の“質”は異なるのではないかと考え，テレビ
や読書が行われている場所や状況，並行して
行われる行動の種類などを分析した。そして
並行利用とは，①時間の有効活用のために行
うほか，②集中度が低い行動同士の漫然とした

“ながら”も含まれていると解釈し（典型例はテ
レビの並行利用と指摘），メディアの並行利用
が必ずしも多忙度の指標といえないのではない
か，との問題を提起した。

また，調査上の工夫として，アメリカの
Michael Holmesら（Ball State大学）が，観
察員が客観的に生活時間を記録する調査に
ついて報告した。専門の訓練を積んだ観察員
がペアで一人の調査対象者の行動を観察，メ
ディアコレクターというミニパソコンのような専
用機で随時記録していく方法である。特にメ
ディア利用行動の記録に重点を置いており，
60ものカテゴリーに分類して記録する。

Holmesらは数十人規模で実験調査を実施し
た結果，自記式調査と比べて漏れなく記録が
取れたとしているが，観察員の人件費などコスト
面に課題を残している。しかし，少人数とはい
え詳細な記録が取れる事から，仮説作成型調
査として有効ではないか，と結論づけている。

このように今回の会議では，生活時間を，
その裏側にある意識面も表す指標として有効
活用できないか，という要求の高まりを感じる
事ができた。一方，行動の考察の中で，“テレ
ビ視聴”をあまり価値のない行動として評価す
る傾向が目立った点は，日頃テレビ視聴を調査
している筆者にとっては若干気になった。

（なかの さちこ）

注：
1）International Association for Time Use 

Research の略
2）http://www.timeuse.org/mtus/

メディア利用の“質”や“文脈”を測る

Ball State大学の実験調査で使用した入力機器
（The DanaTM smart keyboard from Alphasmart）




